
１　救助活動及び救急業務の実施状況
⑴概要
　ア　救助活動の実施状況
　平成30年中の全国の救助活動実施状況は，救助
活動件数６万1,507件，救助人員６万3,836人であ
り，前年と比較すると，救助活動件数は5,192件
（9.2％）増加し，救助人員は6,172人（10.7％）
増加した（第1-20表）。
　イ　救急業務の実施状況
　平成30年中の全国の救急出動件数は，消防防災
ヘリコプターによる出動件数を含め，660万8,341
件で，前年と比較し，26万2,824件（4.1％）増加
した。また，搬送人員は，596万2,613人で，前年
と比較し，22万3,949人（3.9％）増加した。
　また，救急自動車による救急出動件数は，全国
で１日平均１万8,096件であり，約4.8秒に１回の
割合で救急隊が出動し，国民の約21人に１人が救
急隊によって搬送されたことになる。

⑵交通事故に対する活動状況
　平成30年中の救助活動件数及び救助人員のう
ち，交通事故に際して救出困難な者が生じた場合
に，消防機関が救助活動に当たったものは１万
4,261件で，救助人員は１万8,813人となっており，
それぞれ全体の23.2％，29.5％を占めた。
　また，平成30年中の救急自動車による救急出動
件数660万5,213件，搬送人員596万295人のうち，
交通事故によるものは，それぞれ45万9,977件
（7.0％），44万1,582人（7.4％）となっている（第
1-21表）。
　救急業務全体に占める交通事故に起因するもの
の割合は減少傾向にあるが，救助活動に占める割
合は依然として高い水準にあり，事故の種類・態
様の複雑多様化に対処するためにも，引き続き救
助・救急体制の一層の拡充が必要である。

救助・救急活動の充実第６節

区分

年

救助活動件数 救助人員

件数 対前年
増減率

うち交通事故
による件数

交通事故件数
による割合 人員 対前年

増減率
うち交通事故
による人員

交通事故によ
る人員の割合

件 ％ 件 ％ 人 ％ 人 ％
平成26年 56,695 －0.4 15,096 26.6 57,809 0.3 20,018 34.6
　　27　 55,966 －1.3 14,673 26.2 59,190 2.4 19,350 32.7
　　28　 57,148 2.1 14,774 25.9 57,955 －2.1 19,701 34.0
　　29　 56,315 －1.5 14,665 26.0 57,664 －0.5 19,701 34.2
　　30　 61,507 9.2 14,261 23.2 63,836 10.7 18,813 29.5

注　総務省消防庁資料による。

▶第1-20表 救助活動件数及び救助人員の推移

区分

年

救急出動件数 救急搬送人員
全出動件数 全搬送人員
うち交通事故
による件数

全出動件数に
対する割合

うち交通事故
による人員

全搬送人員に
対する割合

件 件 ％ 人 人 ％
平成26年 5,984,921 518,372 8.7 5,405,917 508,013 9.4
　　27　 6,054,815 501,321 8.3 5,478,370 490,797 9.0
　　28　 6,209,964 488,861 7.9 5,621,218 476,689 8.5
　　29　 6,342,147 481,473 7.6 5,736,086 466,043 8.1
　　30　 6,605,213 459,977 7.0 5,960,295 441,582 7.4

注　総務省消防庁資料による。

▶第1-21表 救急自動車による救急出動件数及び搬送人員の推移
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２　救助・救急体制の整備
⑴概要
　ア　救助隊及び救急隊の設置状況
　平成31年４月１日現在，救助隊は全国726消防
本部の97.7％に当たる709消防本部に1,432隊設置
されており，救助隊員は２万4,684人である。救
助隊を設置している消防本部の管轄対象となって
いる市町村は，全国1,719市町村の96.2％に当たる
1,654市町村である。また，救急隊は全国で5,215
隊設置されており，救急隊員は６万3,723人で，
救急業務実施市町村数は，全国1,719市町村の
98.3％に当たる1,690市町村である。
　より高度化する救助・救急需要に適切に対処す
るため，引き続き，高度かつ専門的な教育を受け
た救助隊員及び救急隊員の配置を推進している。
　イ�　救助・救急用資機材等の整備に対する財政
措置

　救助活動に必要な救助工作車や救助器具，救急
救命士による救急救命処置等の実施に必要な高規
格救急自動車や高度救命処置用資器材，消防防災
ヘリコプター等の整備に対して地方交付税措置
等，所要の財政措置を行っている。
⑵救助体制の整備・拡充
　交通事故の種類・内容の複雑多様化に対処する
ため，救助体制の整備・拡充を図り，救助活動が
円滑に実施されている。
⑶多数傷者発生時における救助・救急体制の充実
　大規模道路交通事故等の多数の負傷者が発生す
る大事故に対応するため，広域災害・救急医療情
報システムなどによる情報の共有や，救護訓練の
実施及び消防機関や医療機関等の連携による救
助・救急体制の充実が図られている。
⑷�自動体外式除細動器（AED）の使用も含めた
心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進
　交通事故による負傷者の救命を図り，また，被
害を最小限にとどめるためには，救急救助体制及
び救急医療体制の整備・充実に加え，バイスタン
ダー（事故現場に居合わせた人）による負傷者に
対する迅速かつ適切な自動体外式除細動器
（AED）の使用も含めた応急手当の実施が重要
であり，広く応急手当の普及を図ることが有効で
ある。

　このため，運転免許を受けようとする者（指定
自動車教習所の卒業証明書を有する者等を除く。）
に対して，応急救護処置（交通事故現場において
その負傷者を救護するため必要な応急の処置）に
関する講習の受講が義務付けられており，第二種
免許を受けようとする者に対して行う応急救護処
置に関する講習は，第一種免許に係る講習に比べ
て高度な内容となっている。また，指定自動車教
習所の教習カリキュラムには，応急救護処置に関
する内容が盛り込まれている。
　消防機関においては，「救急の日」（９月９日）
や「救急医療週間」（９月９日を含む一週間）を
中心に，「応急手当の普及啓発活動の推進に関す
る実施要綱」に基づき，一般市民に対する応急手
当の普及啓発に努めるとともに，応急手当指導員
等の養成や応急手当普及啓発用資器材の整備を推
進している。同要綱に基づき平成30年中に行われ
た応急手当指導員講習（普通救命講習又は上級救
命講習の指導に当たる応急手当指導員を養成する
講習）の修了者数は8,518名，応急手当普及員講
習（事業所又は防災組織等において当該事業所の
従業員又は防災組織等の構成員に対して行う普通
救命講習の指導に当たる応急手当普及員を養成す
る講習）の修了者数は１万3,015名であった。
　また，地域住民に対する応急手当普及啓発活動
については，普通救命講習受講者数が124万5,971
名，上級救命講習受講者数が９万1,014名となっ
ている。
　さらに，（公社）日本交通福祉協会は，安全運
転管理者，運行管理者等を対象に，実技指導を主
体とする交通事故救急救命法教育講習会を全国的
に実施した。
⑸救急救命士の養成・配置等の促進
　ア　救急救命士制度
　病院又は診療所に搬送されるまでの間に，重度
傷病者の症状の著しい悪化を防止し，又はその生
命の危機を回避するために緊急に必要な救急救命
処置を行う救急救命士の資格保有者数は，令和元
年末現在で，６万1,727人であり，搬送途上の医
療の確保が図られている。
　また，平成31年４月１日現在，全国の消防機関
における救急救命士有資格者数は３万8,388人，
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うち救急隊員は２万9,451人である。なお，救急
救命士の資格を有する救急隊員のうち気管挿管を
実施することのできる者は１万5,137人，ビデオ
硬性挿管用喉頭鏡を実施することのできる者は
5,480人，薬剤投与（アドレナリン）を実施する
ことのできる者は２万6,230人である。また，心
肺機能停止前の重度傷病者に対する静脈路確保及
び輸液を実施することのできる者は２万2,891人，
血糖測定並びにブドウ糖溶液の投与を実施するこ
とのできる者は２万2,924人である。
　イ　救急救命士資格の取得
　救急隊員に救急救命士資格を取得させるための
教育訓練は，各都道府県からの出捐金により設立
された（一財）救急振興財団の救急救命東京研修
所及び救急救命九州研修所や，政令指定都市等が
設置している救急救命士養成所において実施され
ている。また，専門学校や大学においても救急救
命士養成課程を設置しているところもある。
⑹救助・救急用資機材等の整備の推進
　救助工作車，救助資機材の整備を推進するとと
もに，救急救命士等がより高度な救急救命処置を
行うことができるよう，高規格救急自動車，高度
救命処置用資器材等の整備を推進している。さら
に，救急医療機関等へのアクセスを改善するため，
高速自動車国道における緊急開口部の整備を推進
している。
⑺消防防災ヘリコプターによる救急業務の推進
　消防防災ヘリコプターによる救急搬送に関して
は，昭和41年に東京消防庁でヘリコプターが導入
されて以来実施されているが，平成10年の消防法
施行令（昭36政令37）の一部改正，15年の消防組
織法（昭22法226）の改正等により，消防防災ヘリ
コプターによる救急活動のための救急隊員の配備
や装備等の基準に加え，都道府県の航空消防隊に
よる市町村消防の支援について，法的根拠を明確
にするなど，消防防災ヘリコプターの機動性をい
かした，効果的な救急業務の実施を促進している。
⑻救助隊員，救急隊員等の教育訓練の充実
　複雑多様化する救助・救急事象に対応すべく救
助隊員並びに救急隊員及び准救急隊員の知識・技
術等の向上を図るため，教育訓練を積極的に推進
している。

⑼�高速自動車国道等における救急業務実施体制の
整備

　東日本高速道路株式会社，中日本高速道路株式
会社，西日本高速道路株式会社及び本州四国連絡
高速道路株式会社（以下「高速道路株式会社」と
いう。）並びに関係市町村等は，通信連絡体制の
充実を図るなど連携を強化し，高速自動車国道等
における適切かつ効率的な人命救護の実施に努め
ている。
　現在，高速自動車国道等の全ての区間について，
市町村の消防機関が救急業務を実施しており，沿
線市町村においてはインターチェンジ近くに新た
に救急隊を設置するなど，高速自動車国道等にお
ける救急業務実施体制の充実を図ってきた。この
ため，高速道路株式会社により，インターチェン
ジ所在市町村等に対し財政措置が講じられている
ほか，高速道路等における救急業務に要する経費
について，特別交付税が措置されている。
⑽現場急行支援システムの整備
　人命救助その他の緊急業務に用いられる車両を
優先的に走行させる信号制御等を行い，現場到着
時間の短縮及び緊急走行に伴う交通事故防止を図
る現場急行支援システム（FAST）の整備を図った。
⑾緊急通報サービスの環境整備
　事故発生時等に車載装置・携帯電話等を通じて
その発生場所等の位置情報を通報することなどに
より，緊急車両の現場到着時間を短縮し，負傷者
の早期救出及び事故処理の迅速化を図る緊急通報
システム（HELP）及び事故自動通報システム
（ACN）の普及を図った。また，緊急通報サー
ビスを行う事業者（接続機関）と救援機関の接続
環境次第では，交通事故等緊急事態に適切な救助・
救急活動が行えなくなる可能性があることから，
接続機関が救援機関に自動車からの緊急通報の内
容を連絡する際に遵守すべき内容を定めた「接続
機関における自動車からの緊急通報の取扱いに関
するガイドライン」（平成30年５月策定）の浸透
を図り，緊急通報サービスの普及と高度化のため
の環境を整備した。
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３　救急医療体制の整備
⑴救急医療機関等の整備
　救急医療機関の整備については，救急隊により
搬送される傷病者に関する医療を担当する医療機
関としての救急病院及び救急診療所を告示し，医
療機関の機能に応じた初期救急，入院救急（二次）
及び救命救急（三次）医療機関並びに救急医療情
報センターからなる体制の体系的な整備を推進した。
　救急病院及び救急診療所は，厚生労働省令に定
める基準に基づいて都道府県知事が告示すること
となっており，平成31年４月１日現在の救急病院
及び救急診療所は，全国で4,101か所である。
　ア　救急医療機関の整備
　ア　初期救急医療機関の整備
　初期救急医療体制は，地方公共団体等に設置す
る休日夜間急患センター及び地域医師会で実施し
ている在宅当番医制からなり，平成31年４月１日
現在で，休日夜間急患センターについては，568
か所，在宅当番医制については，637地区整備し
ている。
　イ　入院救急（二次）医療機関の整備
　入院治療を必要とする重症救急患者を受け入れ
る救急医療体制は，二次医療圏（おおむね都道府
県を数地区に分割した区域）を単位とする病院群
輪番制及び共同利用型病院方式からなり，平成31
年４月１日現在で，それぞれ401地区，13か所整
備している。
　また，入院を要する小児救急医療体制を構築す
るため，輪番制方式等により夜間・休日に小児救
急患者を受け入れる医療機関について，平成31年
４月１日現在で，137の小児救急医療圏で整備す
るとともに（小児救急医療支援事業），小児救急
医療支援事業の実施が困難な複数の二次医療圏か
ら小児重症救急患者を受け入れる小児救急医療拠
点病院について，平成31年４月１日現在で，27か
所（49地区）整備している。
　ウ　救命救急（三次）医療機関の整備
　重症及び複数の診療科領域にわたるすべての重
篤救急患者の救命医療を担当する24時間診療体制
の救命救急センターについては，平成31年４月１
日現在で，291か所整備している。
　また，救命救急センターのうち広範囲熱傷，指

肢切断，急性中毒等の特殊疾病患者に対応する高
度救命救急センターについては，平成31年４月１
日現在で，42か所整備している。
　イ　救急医療情報システムの整備
　救急医療機関の応需体制を常時，的確に把握し，
医療機関，消防本部等へ必要な情報の提供を行う
救急医療情報センターについては，平成31年４月
１日現在で，44か所整備している。
　ウ　救急医療設備の整備
　自動車事故による被害者救済の充実強化を図る
ため，全国の医療機関の救急医療機器の整備に関
し，自動車安全特別会計から補助を行っている。
平成30年度は７施設に対し，約9,077万円の補助
金を交付した。
⑵救急医療担当医師・看護師等の養成等
　救急医療を担当する人材を確保するため，救急
医療を担当する医師及び看護師を対象に，救急医
療に関する講習及び実習を関係団体に委託して実
施した。
　また，医師の卒前教育・臨床研修において救急
医療に関する内容の充実に努めるとともに，看護
師養成課程においても，救急医療に関する教育の
充実に努めている。
⑶ドクターヘリ事業の推進
　救急現場や搬送途上における医療の充実を図る
ため，ドクターヘリについては，平成19年６月27
日に施行された「救急医療用ヘリコプターを用い
た救急医療の確保に関する特別措置法（平19法
103）」に基づき，普及推進を図っているところで
あり，30年９月現在で，43道府県，53機のドクター
ヘリが運航されている。

４　消防機関と医療機関等の連携体制の充実
⑴�傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関す
る基準

　救急搬送において，受入れ医療機関の選定困難
事案が発生している状況を踏まえ，消防庁では平
成21年，厚生労働省と共同で，都道府県に対する
「傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関す
る基準」（以下「実施基準」という。）の策定及び
実施基準に関する協議会の設置の義務付け等を内
容とする消防法改正を行った。この改正消防法は，
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同年10月30日に施行され，現在，全ての都道府県
において協議会が設置されるとともに，実施基準
も策定されているところである。各都道府県は，
法定協議会において実施基準に基づく傷病者の搬
送及び受入れの実施状況を調査・検証した上で，
その結果を実施基準の改善等に結び付けていくこ
とが望まれる。
⑵メディカルコントロール体制の強化
　プレホスピタル・ケアにおけるメディカルコン
トロール体制とは，医学的観点から救急救命士を
含む救急隊員が行う応急処置等の質を保証する仕
組みをいう。具体的には，消防機関と医療機関と
の連携によって，①医学的根拠に基づく，地域の
特性に応じた各種プロトコルを作成し，②救急隊
が救急現場等から常時，迅速に医師に指示，指導・
助言を要請することができ，③実施した救急活動

について，医師により医学的・客観的な事後検証
が行われるとともに，その結果がフィードバック
され，④再教育等が行われる体制をいうものである。
　消防機関と医療機関等との協議の場であるメ
ディカルコントロール協議会は，各都道府県単位
及び各地域単位で設置されており，令和元年８月
１日現在において，各地域単位のメディカルコン
トロール協議会数は251となっている。メディカ
ルコントロール協議会においては，事後検証等に
より，救急業務の質的向上に積極的に取り組んで
おり，救急救命士を含む救急隊員が行う応急処置
等の質を向上させ，救急救命士の処置範囲の拡大
等救急業務の高度化を図るためには，今後もメ
ディカルコントロール体制のより一層の充実強化
が必要である。
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